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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（１） 連結経営指標等

回次 第29期中 第30期中 第31期中 第29期 第30期 

会計期間 

自 平成24年 
４月１日 

至 平成24年 
９月30日 

自 平成25年 
４月１日 

至 平成25年 
９月30日 

自 平成26年 
４月１日 

至 平成26年 
９月30日 

自 平成24年 
４月１日 

至 平成25年 
３月31日 

自 平成25年 
４月１日 

至 平成26年 
３月31日 

営業収益 （百万円） 30,318 － － 44,990 － 

経常利益 （百万円） 4,621 － － 9,192 － 

中間（当期）純損失（△） （百万円） △19,307 － － △11,270 － 

中間包括利益又は包括利益 （百万円） △19,525 － － △11,488 － 

純資産額 （百万円） 595,386 － － 603,423 － 

総資産額 （百万円） 1,494,500 － － 1,470,421 － 

１株当たり純資産額 （円） 36,527.89 － － 37,020.97 － 

１株当たり中間（当期） 

純損失金額（△） 
（円） △1,184.52 － － △691.45 － 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 39.84 － － 41.04 － 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △1,095 － － 30,425 － 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 417 － － 417 － 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 34,105 － － 2,584 － 

現金及び現金同等物の 

中間期末（期末）残高 
（百万円） 0 － － 0 － 

従業員数 
（人） 

0 － － 0 － 

（外、平均臨時雇用者数） (0) (－) (－) (0) (－) 

（注）１．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

   ２．第29期中及び第29期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、１株当たり中間（当

期）純損失金額であり、また潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第29期中及び第29期における従業員数については、「関西国際空港及び大阪国際空港の一体的かつ効率的な

設置及び管理に関する法律」（平成23年法律第54号。以下、「第一部  企業情報」において「統合法」とい

う。）附則第３条第３項に基づき、平成24年７月１日付けで当社を吸収分割会社とし、新関西国際空港㈱を吸

収分割承継会社とする吸収分割を行ったことにより、同日以降、当社には連結子会社が存在せず、また当社従

業員については全て新関西国際空港㈱に移り、また当社業務を同社に委託していることから、連結会社の従業

員数は０人であります。

４．第29期中及び第29期における連結経営指標等については、統合法附則第３条第３項に基づき、平成24年７月

１日付けで、当社を吸収分割会社とし、新関西国際空港㈱を吸収分割承継会社とする吸収分割を行ったことか

ら、同日まで当社で行われていた事業及び同日以後に当社で行っている事業（関西国際空港用地の保有・管

理・賃貸に係る事業）について記載しております。なお、中間（当期）純損失の計上は、主に当該吸収分割に

伴う分割移転損失を計上したことによるものであります。 
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５．第30期中及び第31期中並びに第30期における連結経営指標等については、統合法附則第３条第３項に基づ

き、平成24年７月１日付けで、当社を吸収分割会社、新関西国際空港㈱を吸収分割承継会社とする吸収分割を

行ったことにより、同日以降、当社に連結子会社は存在せず、第30期中及び第31期中においては中間連結財務

諸表を作成していないため、また、第30期においては連結財務諸表を作成していないため記載しておりませ

ん。
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（２） 提出会社の経営指標等

回次 第29期中 第30期中 第31期中 第29期 第30期 

会計期間 

自 平成24年 
４月１日 

至 平成24年 
９月30日 

自 平成25年 
４月１日 

至 平成25年 
９月30日 

自 平成26年 
４月１日 

至 平成26年 
９月30日 

自 平成24年 
４月１日 

至 平成25年 
３月31日 

自 平成25年 
４月１日 

至 平成26年 
３月31日 

営業収益 （百万円） 30,122 14,669 15,247 44,794 29,378 

経常利益 （百万円） 4,262 6,480 7,793 8,833 12,974 

中間（当期）純利益又は 

中間（当期）純損失（△） 
（百万円） △19,073 6,046 7,065 △11,036 12,278 

持分法を適用した場合の 

投資利益 
（百万円） － － － － － 

資本金 （百万円） 814,990 814,990 814,990 814,990 814,990 

発行済株式総数 （株） 16,299,500 16,299,500 16,299,500 16,299,500 16,299,500 

純資産額 （百万円） 595,386 609,470 622,767 603,423 615,702 

総資産額 （百万円） 1,494,500 1,474,157 1,468,743 1,470,421 1,468,821 

１株当たり純資産額 （円） 36,527.89 37,391.96 38,207.76 37,020.97 37,774.29 

１株当たり中間（当期） 

純利益金額又は１株当たり 

中間（当期）純損失金額

（△） 

（円） △1,170.18 370.99 433.46 △677.11 753.31 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
（円） － － － － － 

１株当たり配当額 （円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 39.84 41.34 42.40 41.04 41.91 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） － 13,125 18,562 － 12,475 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） － － － － － 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） － △13,125 △18,562 － △12,475 

現金及び現金同等物の 

中間期末（期末）残高 
（百万円） － 0 0 － 0 

従業員数 
（人） 

0 0 0 0 0 

（外、平均臨時雇用者数） (0) (0) (0) (0) (0) 

（注）１．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

２．第29期中及び第29期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、１株当たり中間（当

期）純損失金額であり、また潜在株式が存在しないため記載しておりません。

   ３．第30期中及び第31期中並びに第30期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

    ４．第29期は連結財務諸表を作成しており、また、第29期中は中間連結財務諸表を作成しているため、営業活動

によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現

金及び現金同等物の中間期末（期末）残高は記載しておりません。

    ５．従業員数については、統合法附則第３条第３項に基づき、平成24年７月１日付けで当社を吸収分割会社と

し、新関西国際空港㈱を吸収分割承継会社とする吸収分割を行ったことにより、当社従業員は全て新関西国際

空港㈱に移り、また当社業務は同社に委託していることから、従業員数は０人であります。
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６．第29期中及び第29期における経営指標等については、統合法附則第３条第３項に基づき、平成24年７月１日

付けで、当社を吸収分割会社とし、新関西国際空港㈱を吸収分割承継会社とする吸収分割を行ったことから、

同日まで当社で行われていた事業及び同日以後に当社で行っている事業（関西国際空港用地の保有・管理・賃

貸に係る事業）について記載しております。なお、中間（当期）純損失の計上は、主に当該吸収分割に伴う分

割移転損失を計上したことによるものであります。

７．持分法を適用した場合の投資利益については、第29期は連結財務諸表を作成しており、第29期中は中間連結

財務諸表を作成しているため、また、第30期中及び第31期中並びに第30期は関連会社がないため、記載してお

りません。
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２【事業の内容】

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

 

３【関係会社の状況】

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

（１）提出会社の状況

    当社の業務は全て新関西国際空港㈱に委託していることから、提出会社の従業員数は０人であります。

 

（２）労働組合の状況

  労働組合はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

当中間会計期間におけるわが国経済は、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動により、弱い動きも見られ

ましたが、設備投資の増加傾向や、個人消費の持ち直しの動きが続くなど、緩やかな回復基調が続きました。 

航空業界におきましては、平成25年に訪日外国人旅客が初めて1,000万人を突破した勢いが持続しており、平成26

年１月から９月までの累計では既に973万人を記録する等、アジアの国々を中心として、昨年を上回るペースで推移

しています。

このような中、関西国際空港につきましては、引き続きのＬＣＣの好調や各種規制緩和に伴う外国人旅客の増加

に支えられ、上半期の航空発着回数、旅客数が３年連続で前年を上回りました。また、本年度は、新関西国際空港

㈱グループとしての中期経営計画の最終年度であり、計画達成に向けグループ一丸となって取り組んでいるところ

であります。今後も引き続き計画達成に向け尽力してまいります。

当社は、関西国際空港用地の保有及び管理に係る事業において、安全安心な空港管理の観点から、海上からの護

岸点検や空港用地等の定期的な計測による地盤挙動の把握等を行い、また、政府機関等で想定されている南海トラ

フ巨大地震による津波への対策として、昨年度から引き続き１期島西側護岸沿いに防潮壁を設ける工事を行ってお

ります。その他に、「関西国際空港の存在・運用に係る環境監視計画」等に基づく海域生物等監視調査や水質監視

等、空港周辺環境の管理に努めてまいりました。

また、関西国際空港用地の賃貸事業においては、国土交通大臣の認可を受けた新関西国際空港㈱からの安定的な

土地賃料収入をもって、関西国際空港の空港用地の整備に要した費用に係る債務返済を着実に進めてまいりまし

た。

平成26年７月25日には、新関西国際空港㈱がコンセッションに関する「関西国際空港及び大阪国際空港特定空港

運営事業等実施方針」を発表いたしました。当社においては、コンセッション実現後も引き続き国土交通大臣の認

可を受けた新関西国際空港㈱からの賃料収入により、安定的な経営を図り、確実な債務の返済をめざすとともに、

空港を安心してご利用いただけるよう、空港用地の適切な管理を行ってまいります。

これらの結果、当社における当中間会計期間の営業収益は15,247百万円、営業利益は12,384百万円、経常利益は

7,793百万円となりました。なお、前年同期との比較分析は、「７ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの

状況の分析 (2) 経営成績の分析」に記載しております。

また、当社は、関西国際空港用地の保有・管理・賃貸に係る事業を行う単一セグメントであるため、報告セグメ

ントに関する情報は記載しておりません。

 

(2) キャッシュ・フロー

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は0百万円で、期首より0百万円増加

しております。

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、18,562百万円（前年同期は13,125百万円の獲得）となりました。これは主に、

新関西国際空港㈱からの安定的な土地賃料収入によるものです。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動は行っておりません。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、18,562百万円（前年同期は13,125百万円の使用）となりました。これは、借入

金の返済・社債の償還が49,637百万円となる一方、借入れによる調達が31,074百万円となったことによるもので

す。
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２【生産、受注及び販売の状況】

（１）生産及び受注の状況

 当社は、関西国際空港用地の保有・管理・賃貸に係る事業を行っておりますが、生産及び受注については該当

事項はありません。

 

（２）販売の実績

  当社は関西国際空港用地の保有・管理・賃貸に係る事業を行う単一セグメントであり、当中間会計期間の販売

実績は、次のとおりであります。

セグメントの名称
当中間会計期間

（自  平成26年４月１日
至  平成26年９月30日）

前年同期比（％）

関西国際空港用地の保有・管理・賃

貸に係る事業（百万円）
15,247 103.9

（注）１. 前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する

割合は次のとおりです。

相手先

 
前中間会計期間

（自 平成25年４月１日

    至 平成25年９月30日）

 

 
当中間会計期間

（自 平成26年４月１日

    至 平成26年９月30日）

 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

新関西国際空港㈱ 14,669 100.0 15,247 100.0

２. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

３【対処すべき課題】

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。

 

４【事業等のリスク】

 当中間会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等

のリスクについての重要な変更はありません。

 

５【経営上の重要な契約等】

 当中間会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

６【研究開発活動】

 該当事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）財政状態に関する分析

 資産、負債及び純資産の状況

当中間会計期間における資産合計は1,468,743百万円、負債合計は845,976百万円、純資産合計は622,767百万円と

なりました。

 

（資産の部）

 流動資産は48,387百万円で、前事業年度末より174百万円減少しており、固定資産は1,420,356百万円で、前事業年

度末より96百万円増加しております。

 資産合計は1,468,743百万円で、前事業年度末より77百万円減少しております。

 

（負債の部）

負債合計は845,976百万円で、前事業年度末より7,143百万円減少しております。このうち、有利子負債について

は、短期借入金が74百万円、長期借入金が19,363百万円増加したものの、社債が37,996百万円減少したこと等によ

り、全体では18,559百万円減少しております。

 

（純資産の部）

 純資産合計は、中間純利益を7,065百万円計上したことにより、622,767百万円となりました。なお、中間純利益は

その同額を関西国際空港用地整備準備金の積立に充てております。

 

（２）経営成績の分析

①営業収益

 当中間会計期間における営業収益は、15,247百万円と前中間会計期間に比べ577百万円の増収となりました。

 

②営業費用

 当中間会計期間における営業費用は2,863百万円と、前中間会計期間に比べ31百万円減少しました。

 

③営業利益

 以上の結果、当中間会計期間における営業利益は、12,384百万円と前中間会計期間に比べ609百万円の増益となり

ました。

 

④営業外損益

 当中間会計期間における営業外収益は、受取利息等により4百万円となりました。一方、営業外費用については、

支払利息により4,595百万円となりました。

 

⑤経常利益

 以上の結果、当中間会計期間における経常利益は、7,793百万円と前中間会計期間に比べ1,313百万円の増益となり

ました。

 

⑥特別損益

 当中間会計期間において特別利益及び特別損失の計上はありません。

 

⑦中間純利益

 以上より、税引前中間純利益から法人税、住民税及び事業税や法人税等調整額を加減した結果、中間純利益は

7,065百万円と前中間会計期間に比べ1,018百万円の増益となりました。

 

（３）キャッシュ・フローの状況の分析

  キャッシュ・フローの状況につきましては、「１ 業績等の概要 (2) キャッシュ・フロー」に記載しておりま

す。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

２【設備の新設、除却等の計画】

 当中間会計期間において、前事業年度末において計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変更

はありません。

 また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。

 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 17,542,000

計 17,542,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在
発行数（株）
（平成26年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年12月19日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 16,299,500 16,299,500 非上場

・完全議決権株式

・単元株式数の定め

はありません。

計 16,299,500 16,299,500 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成26年４月１日～

平成26年９月30日
－ 16,299,500 － 814,990 － －
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（６）【大株主の状況】

    （平成26年９月30日現在） 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

新関西国際空港株式会社 大阪府泉佐野市泉州空港北１番地 10,834,000 66.47 

大阪府知事 大阪市中央区大手前２丁目１－22 1,802,240 11.06 

大阪市長 大阪市北区中之島１丁目３－20 900,760 5.53 

兵庫県知事 神戸市中央区下山手通５丁目10－１ 250,820 1.54 

和歌山県知事 和歌山県和歌山市小松原通１丁目１ 250,820 1.54 

神戸市長 神戸市中央区加納町６丁目５－１ 125,300 0.77 

徳島県知事 徳島県徳島市万代町１丁目１ 66,780 0.41 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 53,160 0.33 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５－５ 43,700 0.27 

京都府知事  
京都市上京区下立売通新町西入藪之内町 

85－４  
41,760 0.26 

計 － 14,369,340 88.16 

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（平成26年９月30日現在）
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 16,299,500 16,299,500 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 16,299,500 － －

総株主の議決権 － 16,299,500 －

 

②【自己株式等】

 該当事項はありません。

 

２【株価の推移】

 当社株式は非上場でありますので、該当事項はありません。

 

３【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 
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第５【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について 

  当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

   当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間（平成26年４月１日から平成26年９

月30日まで）の中間財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる中間監査を受けております。 

 

３．中間連結財務諸表について 

  当社には子会社はありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 
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１【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

    (単位：百万円) 

  前事業年度 
(平成26年３月31日) 

当中間会計期間 
(平成26年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 0 0 

売掛金 280 － 

リース債権 41,390 40,940 

繰延税金資産 3,950 3,799 

その他の流動資産 2,939 3,647 

流動資産合計 48,561 48,387 

固定資産    

有形固定資産    

土地 1,420,086 1,420,086 

建設仮勘定 174 270 

有形固定資産合計 1,420,260 1,420,356 

固定資産合計 1,420,260 1,420,356 

資産合計 1,468,821 1,468,743 

負債の部    

流動負債    

短期借入金 488 563 

1年内償還予定の社債 ※１ 57,999 ※１ 46,999 

1年内返済予定の長期借入金 41,386 43,103 

未払法人税等 1,012 706 

その他の流動負債 1,086 12,658 

流動負債合計 101,973 104,031 

固定負債    

社債 ※１ 281,971 ※１ 254,974 

長期借入金 268,939 255,586 

関係会社長期借入金 199,656 230,656 

繰延税金負債 403 457 

その他の固定負債 174 270 

固定負債合計 751,145 741,944 

負債合計 853,119 845,976 

純資産の部    

株主資本    

資本金 814,990 814,990 

利益剰余金    

その他利益剰余金    

関西国際空港用地整備準備金 ※３ 12,278 ※３ 19,344 

繰越利益剰余金 △211,566 △211,566 

利益剰余金合計 △199,287 △192,222 

株主資本合計 615,702 622,767 

純資産合計 615,702 622,767 

負債純資産合計 1,468,821 1,468,743 
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②【中間損益計算書】

    (単位：百万円) 

 
前中間会計期間 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

営業収益 14,669 15,247 

営業費用    

売上原価 2,704 2,670 

販売費及び一般管理費 190 192 

営業費用合計 2,894 2,863 

営業利益 11,775 12,384 

営業外収益    

受取利息 3 4 

その他 0 0 

営業外収益合計 3 4 

営業外費用    

支払利息 5,298 4,595 

営業外費用合計 5,298 4,595 

経常利益 6,480 7,793 

税引前中間純利益 6,480 7,793 

法人税、住民税及び事業税 428 523 

法人税等調整額 4 204 

法人税等合計 433 728 

中間純利益 6,046 7,065 
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日）

          (単位：百万円) 

  株主資本 

純資産合計 

  

資本金 

利益剰余金 

株主資本合計   その他利益剰余金 

利益剰余金合計 
  

関西国際空港 
用地整備準備金 

繰越利益剰余金 

当期首残高 814,990 － △211,566 △211,566 603,423 603,423 

当中間期変動額             

中間純利益     6,046 6,046 6,046 6,046 

関西国際空港用地 
整備準備金の積立   6,046 △6,046 － － － 

当中間期変動額合計 － 6,046 － 6,046 6,046 6,046 

当中間期末残高 814,990 6,046 △211,566 △205,519 609,470 609,470 

 

当中間会計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日） 

          (単位：百万円) 

  株主資本 

純資産合計 

  

資本金 

利益剰余金 

株主資本合計   その他利益剰余金 

利益剰余金合計 
  

関西国際空港 
用地整備準備金 

繰越利益剰余金 

当期首残高 814,990 12,278 △211,566 △199,287 615,702 615,702 

当中間期変動額             

中間純利益     7,065 7,065 7,065 7,065 

関西国際空港用地 
整備準備金の積立   7,065 △7,065 － － － 

当中間期変動額合計 － 7,065 － 7,065 7,065 7,065 

当中間期末残高 814,990 19,344 △211,566 △192,222 622,767 622,767 
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円） 

 
前中間会計期間 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前中間純利益 6,480 7,793 

受取利息 △3 △4 

支払利息 5,298 4,595 

売上債権の増減額（△は増加） 440 731 

預け金の増減額（△は増加） △3,421 － 

その他の流動資産の増減額（△は増加） △661 △708 

前受金の増減額（△は減少） 12,327 11,097 

その他の流動負債の増減額（△は減少） △2,524 19 

小計 17,935 23,524 

利息及び配当金の受取額 3 4 

利息の支払額 △4,811 △4,190 

法人税等の支払額 △1 △775 

営業活動によるキャッシュ・フロー 13,125 18,562 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

投資活動によるキャッシュ・フロー － － 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） － 74 

長期借入れによる収入 14,900 31,000 

長期借入金の返済による支出 △13,025 △11,637 

社債の償還による支出 △15,000 △38,000 

財務活動によるキャッシュ・フロー △13,125 △18,562 

現金及び現金同等物に係る換算差額 － － 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 0 0 

現金及び現金同等物の期首残高 0 0 

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 0 ※ 0 
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．収益及び費用の計上基準 

 ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準 

  リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。 

 

２．中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する流動性の高い短期投資からなっております。 

 

３．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

  消費税等の会計処理は税抜方式によっており、また、控除対象外消費税及び地方消費税は、当中間会計

期間の費用として処理しております。 

 なお、仮払消費税等と仮受消費税等は相殺のうえ、流動負債の「その他の流動負債」に含めて表示して

おります。 

 

（中間貸借対照表関係）

※１．担保資産及び担保付債務 

前事業年度（平成26年３月31日） 

 統合法第18条の規定により会社の財産を社債の一般担保に供しております。 

 

当中間会計期間（平成26年９月30日） 

 統合法第18条の規定により会社の財産を社債の一般担保に供しております。 

 

 ２．偶発債務 

 統合法附則第７条第１項の規定により、下記の会社の社債に対し、連帯債務を負っております。 

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当中間会計期間

（平成26年９月30日）

新関西国際空港㈱ 292,548百万円 266,784百万円

 

※３．関西国際空港用地整備準備金 

前事業年度（平成26年３月31日） 

 統合法第15条の規定に基づく積み立てであります。 

 

当中間会計期間（平成26年９月30日） 

 統合法第15条の規定に基づく積み立てであります。 
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日）

     発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首 
株式数（千株） 

当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末 
株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 16,299 － － 16,299

合計 16,299 － － 16,299

自己株式        

普通株式 － － － －

合計 － － － －

 

当中間会計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）

     発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首 
株式数（千株） 

当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末 
株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 16,299 － － 16,299

合計 16,299 － － 16,299

自己株式        

普通株式 － － － －

合計 － － － －

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 
前中間会計期間

（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

現金及び預金 0百万円 0百万円

現金及び現金同等物 0 0 
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（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引（貸主側） 

  リース債権の中間決算日後（決算日後）の回収予定額

   流動資産

    （単位：百万円）

 
 

前事業年度
（平成26年３月31日）

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

 リース債権 899 920 941 962 984 36,682

 

   （単位：百万円）

 
 

当中間会計期間
（平成26年９月30日）

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

 リース債権 909 929 953 973 996 36,177
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（金融商品関係）

金融商品の時価等に関する事項

  中間貸借対照表計上額（貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

 

前事業年度（平成26年３月31日）

 
貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

（1）現金及び預金 0 0 － 

（2）売掛金 280 280 － 

（3）リース債権 41,390 42,815 1,424 

 資産計 41,671 43,096 1,424 

（1）短期借入金 488 488 － 

（2）社債（*1） 339,970 355,903 15,932 

（3）長期借入金（*2） 509,982 463,656 △46,326 

 負債計 850,442 820,048 △30,394 

  （*1）１年内償還予定の社債を含んでおります。

   （*2）１年内返済予定の長期借入金及び関係会社長期借入金を含んでおります。

 

当中間会計期間（平成26年９月30日）

 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

（1）現金及び預金 0 0 － 

（2）売掛金 － － － 

（3）リース債権 40,940 43,797 2,857 

 資産計 40,940 43,797 2,857 

（1）短期借入金 563 563 － 

（2）社債（*1） 301,974 318,283 16,309

（3）長期借入金（*2） 529,345 485,948 △43,397

 負債計 831,883 804,795 △27,087

  （*1）１年内償還予定の社債を含んでおります。

   （*2）１年内返済予定の長期借入金及び関係会社長期借入金を含んでおります。
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  （注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項

 資 産

（1）現金及び預金、（2）売掛金

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。 

 

（3）リース債権

 元利金の合計額を同様の新規取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定してお

ります。

 

 負 債 

（1）短期借入金

 短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 

（2）社債

 市場価格に基づき算定しております。

 

（3）長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引

いた現在価値により算定しております。

なお、政府及び地方公共団体からの無利子借入金（中間貸借対照表計上額219,108百万円、時価170,773百

万円、差額△48,335百万円。前事業年度の貸借対照表計上額219,108百万円、時価167,423百万円、差額

△51,684百万円。）が含まれております。

また、変動金利による長期借入金の時価については、市場動向を反映して借入金利が更改されるため、時

価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 

     ２．金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す

ることにより、当該価額が変動することがあります。

 

（賃貸等不動産関係）

     賃貸等不動産の中間貸借対照表計上額（貸借対照表計上額）及び期中増減額は、次のとおりであります。

                                               （単位：百万円）

 

前事業年度

   （自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日）

当中間会計期間

   （自 平成26年４月１日

至 平成26年９月30日）

中間貸借対照表計上額（貸借対照表計上

額）
   

 

 

 

期首残高 1,420,086 1,420,086

期中増減額 － －

中間期末（期末）残高 1,420,086 1,420,086

       （注）当社の賃貸借不動産は全て、統合法に基づき親会社である新関西国際空港㈱に賃貸している関西国際空

港の空港用地であり、市場性がなく、時価を把握することが極めて困難であり、時価については記載して

おりません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前中間会計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日）

  当社は、関西国際空港用地の保有・管理・賃貸に係る事業を行う単一セグメントであるため、記載を省

略しております。 

 

当中間会計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）

  当社は、関西国際空港用地の保有・管理・賃貸に係る事業を行う単一セグメントであるため、記載を省

略しております。 

 

【関連情報】 

Ⅰ 前中間会計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

   当社は、関西国際空港用地の保有・管理・賃貸に係る事業のみを行っているため、該当事項はありま

せん。

 

２．地域ごとの情報

（1）売上高

 本邦以外の国又は地域の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

（2）有形固定資産

 本邦以外の国又は地域に所在する有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

新関西国際空港㈱ 14,669百万円
 関西国際空港用地の保有・

 管理・賃貸に係る事業

 

Ⅱ 当中間会計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

   当社は、関西国際空港用地の保有・管理・賃貸に係る事業のみを行っているため、該当事項はありま

せん。

 

２．地域ごとの情報

（1）売上高

 本邦以外の国又は地域の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

（2）有形固定資産

 本邦以外の国又は地域に所在する有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

新関西国際空港㈱ 15,247百万円
 関西国際空港用地の保有・

 管理・賃貸に係る事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前中間会計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日）

  該当事項はありません。 

 

当中間会計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）

  該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前中間会計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日）

 該当事項はありません。 

 

当中間会計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）

 該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

前中間会計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日）

  該当事項はありません。 

 

当中間会計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）

  該当事項はありません。 
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（１株当たり情報）

      １株当たり純資産額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当中間会計期間

（平成26年９月30日）

１株当たり純資産額 37,774円29銭 38,207円76銭

（算定上の基礎）    

純資産の部の合計額（百万円） 615,702 622,767

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） － －

普通株式に係る中間期末（期末）の純資産額

（百万円）
615,702 622,767

１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末

（期末）の普通株式の数（千株）
16,299 16,299

 

      １株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

１株当たり中間純利益金額 370円99銭 433円46銭

（算定上の基礎）    

中間純利益金額（百万円） 6,046 7,065

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る中間純利益金額（百万円） 6,046 7,065

普通株式の期中平均株式数（千株） 16,299 16,299

 (注) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（２）【その他】

    該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】
当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

（1）
有価証券報告書

及びその添付書類

（事業年度  自 平成25年４月１日

（第30期）  至 平成26年３月31日）

平成26年６月27日

近畿財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の中間監査報告書  

 

      平成26年12月18日

関西国際空港土地保有株式会社  

  取締役会 御中  

 

  有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士 吉村 祥二郎 印 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士 奥村 孝司  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる関西国際空港土地保有株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第31期事業年度の中間会計期間（平

成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株

主資本等変動計算書、中間キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作成

し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な

情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行っ

た。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これ

に基づき中間監査を実施することを求めている。

 中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の一

部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表

の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択

及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ

スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示

に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

 当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

中間監査意見

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、関西国際空港土地保有株式会社の平成26年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成

26年４月１日から平成26年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 （注）１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に

添付する形で別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。
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